平成２５年度鶴岡市国民健康保険運営協議会
第１回　 会　 議 　録
Ⅰ．日  　時　　　平成２５年８月５日（月）　 １３：００～１４：０８
Ⅱ．場  　所　　　鶴岡市役所　６階　大会議室
Ⅲ．出席状況
	
	
	出 　　席
	欠 　席

	委　員
	 被保険者代表
	本間澄男、本間仁教、齋藤　勝、三浦英喜
	菅原洋一

	
	 保険医代表
	福原晶子、佐藤邦彦、佐久間正幸、

伊藤弘恵、佐藤慶子
	

	
	 公益代表
	渡辺洋井、加藤鑛一、秋葉　雄、佐藤信雄、安野良明
	

	
	 被用者保険代表
	
	鈴木　修

	
	計
	 　 　　　　　　　　　　　　　　１４名
	        ２名

	市　側
	　 山本副市長
　 今野健康福祉部長
　 関係課長等

本　所　石塚国保年金課長、長谷川課税課長、上野納税課長、原田健康課長

　 　 藤島庁舎　丸山市民福祉課長
　　　羽黒庁舎　國井市民福祉課長

　　　朝日庁舎　佐藤市民福祉課長
　　　温海庁舎　富樫市民福祉課長

 　　 国保年金課職員（秋庭課長補佐、本間専門員、大場主事）　計 １３名　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 　　　　


Ⅳ．議事概要

　
１．開　　会　　　　　進行：国保年金課長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．会長あいさつ

[人事異動に伴う新任職員紹介]　国保年金課長
[出席委員報告]　同上

３．会議録署名委員の指名

　　　会長より齋藤勝（被保険者代表）、福原晶子（保険医代表）の両委員を指名
４．報告

 (1) 国民健康保険税当初賦課状況について

国保年金課長より説明

▼質問・意見

　加藤鑛一委員（公益代表）

　　　当初賦課と予算見込の比較では、調定額で183,652千円、収入見込額で170,215千円増加、また、所得割算定基礎でも1,644,331千円の差となっている。平成24年の米の仮渡金が2,000円増えていることから農業所得の増加を見込めたのではないか、また、税率引き上げをもっと抑えることができたのではないか。
また、基金積立を昨年の見直しの話合いでは7,500万円とする試案もあったが、最終的に2,200万円に減額した。これも7,500万円積立することができるのではないか。
　国保年金課長
　　　この表はあくまでも予算額との比較であり、前年度との比較とはなっていない。課税所得の増加としては、一人当たり調定額で支援金分、介護保険分でそれぞれ600円程度増加しており、この分が所得の増加と見込んでいる。また、医療分で一人当たり調定額が12,316円増となっているが、これは、所得の増加分のほかに被保険者数を過少に見積もったことが影響しているものと考えている。
　　　また、基金積立については、今回の税の増収分については過剰な収入とは考えていないところであり、予算額のとおりと考えている。
　加藤鑛一委員（公益代表）

　　　前年と比べ被保険者数で865人、世帯数で334世帯減少しているが、今後の見通しをどのように考えているか。
　国保年金課長

　　　被保険者数は毎年1,000人ペースで減少している。これは、高齢化が要因となっており、後期高齢者医療へ移行することにより減少するものである。また、これまで、一般被保険者が減少し、退職被保険者は増加する傾向にあったが、退職被保険者も今年度から減少傾向にあり、今後、減少幅が少なくなるとは考えておらず、引き続き1,000人ペースで減少するものと考えている。
(2) 被保険者証の一斉更新と滞納者対策について

国保年金課長より説明

▼質問・意見

　加藤鑛一委員（公益代表）

　　　7月末現在で、資格証明書交付世帯と短期証交付世帯は何世帯となっているか。
　国保年金課長
　　　資格証明書は４世帯、短期証は1,000世帯強となっている。
　加藤鑛一委員（公益代表）

　　　高校生以下の短期証交付世帯は何世帯か。
　　国保年金課長

　　　本年7月末現在で資格証明書交付世帯　4世帯、短期証交付世帯　883世帯、高校生以下短期証交付世帯　147世帯、人数　252人となっている。
(3) 後期高齢者医療制度の施行状況等について

国保年金課長より説明

▼質問・意見

　　なし
(4) その他

①山形県国民健康保険運営協議会連絡会について
②国保広域化について
　国保年金課長より説明

▼質問・意見

　　なし

５．協　　議

(1) 平成24年度鶴岡市国民健康保険特別会計決算について

国保年金課長より説明　
▼質問・意見

　加藤鑛一委員（公益代表）

　　　　　国保税収納率が67.85%と高くなっており、4,5年前の収納率に戻りつつあるが、どのような対策をとったのか。
納税課長
　　国保税に限らず現年度分はほとんどの税目で収納率が上がっている。平成22年度から3年連続で現年度分を重点的に行ってきている。また、滞納繰越分は実情に応じて滞納処分を実施している。
　加藤鑛一委員（公益代表）

単年度収支が平成23年度は4億円の赤字、平成24年度は2億8千万円の赤字と赤字幅が縮小している。これは、収納率の向上や医療給付費の前年度との増加額が2億円から1億円に減少したことが影響していると思うが、今年の税率引き上げも、これほど過大にしなくともよかったのではないか。
国保年金課長
　　収支改善として健康診査の受診率の向上等による医療費適正化対策並びに収納率向上を２本柱として考えている。医療費について平成23年度が2億円、平成24年度が1億円の伸びになっているが、伸びが大きい年と少ない年があり、医療費については波がある。これからも、事業運営は、固めにみながら運営していく。
　加藤鑛一委員（公益代表）

　　　　　出産育児一時金が特別対策として、平成22年度4万円引き上がった際、国からの補助金が来ていた、平成24年度から補助がなくなったと思うが、その影響額はどれくらいか。
国保年金課長
出産育児一時金を引き上げた平成22年度に国と一般会計から繰り入れされたが、平成23年度でこの制度は終わっている。影響としては出産件数が少ないので影響はほとんどないと考えている。
佐久間正幸委員（保険医代表）
産業医をしているのでお尋ねします。今後、大きい会社の被保険者が国保の被保険者に移行することによる会計への影響はどうか。
国保年金課長
被保険者数の状況は、被保険者が後期高齢者医療への移行が最も大きい影響があると考えている。大きい会社の解雇があった場合は、国保税では非自発的な解雇による理由で減免措置もある。今のところ会計への影響はまだ考えていない。
渡辺洋井委員（公益代表）
　　　　　平成24年度決算の番号33、災害臨時特例補助金はどういうものか。
国保年金課長

これは、東日本大震災関連のもので、国保税の減免や一部負担金の減免した際のものが国から入ってきているものである。これのほかに特別調整交付金のところにも国から入っている。
安野良明委員（公益代表）
収納率が良くなっているが、目標値はどのようになっているか。また、強制処分の具体的数字はどのようになっているか。また、効果はどうか。
国保年金課長
　最初の質問の目標値ですが、予算としては92％を目標値としており、平成24年度は現年度分で92.03%となっており目標値を上回っている。
　　　納税課長

　　　　強制処分についてですが、平成24年度の数字がまだまとまっていませんので、平成23年度の数字を申し上げる。差押件数が545件、前年度からの繰越分が863件、解除が625件などで次年度への繰越が約800件となっている。
安野良明委員（公益代表）

効果はどうか。
納税課長
国保税だけでなく全ての税目でですが債権差押で取立てしているのが6,500万円となっている。また、裁判所の競売で取立てしているものが650万円で、当市で取立てしている額は相当大きいものがある。
安野良明委員（公益代表）

分かりました。収納率が92％ということであるが、周辺部と中心部の収納率の差を検討することも必要と考える。また、直営診療所の運営状況として日数、件数などはどうなっているか。
朝日庁舎　佐藤市民福祉課長
　上田沢、大網の２診療所があるが、診療日数はそれぞれ144日、件数が上田沢406件、大網1,318件、利用者数は上田沢が948人、大網2,386人、合計で3,334人となっている。また、高齢化や高齢者の死亡も影響して、件数、利用者数とも減少している状況にある。

安野良明委員（公益代表）

診療所を維持していく上で、限界ラインはどのように考えているか。また、やり方や方向性はどうか。
朝日庁舎　佐藤市民福祉課長
今後の方向性についてでありますが、今年度、両診療所の利用者アンケートや住民の意向調査を実施し、これを踏まえて検討していく。診療回数週３回実施しているがこれの見直しや患者送迎車を運行しているが、利用状況を踏まえて検討していきたいと考えている。
　　　福原晶子委員（保険医代表）
　　　　　生活保護世帯の世帯数、人員、伸率はどのような状況か。
　　　国保年金課長

平成24年度の状況で、世帯数が973世帯、人員で1,190人、前年と比較し世帯で40世帯増、伸率4％、人員では47人増、伸率4％となっている。
▼採決

原案承認（賛成多数）
(2) その他

　　なし

６．その他
　　　　なし
副市長挨拶

７．閉　　会
 議　　　　　長
会議録署名委員
会議録署名委員
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